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総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会（第 32 回） 
 

日時 令和３年４月 23 日（金）15：00～16：41 
場所 経済産業省本館 17 階国際会議室およびオンライン開催 
 
１．開会 

 
○隅分科会長 
 それでは、定刻になりましたので、総合資源エネルギー調査会、資源・燃料分科会をただ

今から開催をいたします。 
 委員の皆さんにおかれましてはご多忙のところご出席をいただきまして、誠にありがと

うございます。本日は前回、前々回の議論を踏まえまして、エネルギー基本計画の見直しに

向けた本分科会の中間報告の中間整理といたしまして、報告書（案）を事務局にて作成をい

たしました。これに関しましてご論議をいただきたいと思います。 
 事務局からまず資料の説明をしてもらい、その後、皆さまからご意見をいただきたい、こ

のように思っております。 
 まず事務局から新たに就任された方がおられますので、就任された委員のご紹介をお願

いします。 
○西山政策課長 
 ご紹介させていただきます。沢田委員のご後任として日本ガス協会専務理事、早川様にご

就任いただいております。 
○早川委員 
 早川です。どうぞよろしくお願いいたします。 
○西山政策課長 
 また、本日はご欠席ですが、宮川委員のご後任として日本鉱業協会会長、ＪＸ金属株式会

社代表取締役社長、村山様にご就任していただいております。なお、本日は村山委員の代理

として矢島様にご出席いただいております。 
 以上です。 
 なお、資源・燃料部長の南は、国会出席のため遅れて参加となります。ご了承くださいま

せ。恐縮ではございますが、プレスの皆さまの撮影はここまでとさせていただきます。 
 
２．議事 

 総合資源エネルギー調査会資源・燃料分科会報告書について 
 
○隅分科会長 
 それでは、議事に移ります。お配りをしております資料の２、総合資源エネルギー調査会、
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資源・燃料分科会報告書（案）につきまして、まず事務局から説明をお願いします。 
○西山政策課長 
 それでは、ご説明いたします。15 分程度でご説明いたしますので、ちょっと飛ばしなが

らということになりますが、ご了承くださいませ。 
 目次を開いてください。全体の構成をここに書いております。前回までにパワーポイント

ベースの資料でご説明した構造のものを委員の意見もいただきながら文書化したものでご

ざいます。「はじめに」の次に国内外の情勢変化を説明した上で、今後の資源・燃料政策の

重点、そして３つの柱であります資源・燃料の安定供給確保、メタルの安定供給確保、それ

からイノベーションという構造になっております。 
 では、ページをくっていただきまして、２ページの冒頭に、26 行目にカーボンニュート

ラルに向けた取り組みということで、菅内閣総理大臣が宣言をして以降、国内外でもいろん

なカーボンニュートラルの取り組みの進展がございました。 
 ３ページに国際的な資源・エネルギー需給構造の変化を記載し、４ページに国内の構造的

な化石燃料需要の減少と他方で頻発・激甚化する災害ということで背景情報を記載させて

いただいております。 
 ６ページの 169 行をご覧ください。今申し上げたいろいろな状況を踏まえまして、わが

国が 2050 年に向けてカーボンニュートラルへの移行という大きなチャレンジを円滑に実

現するためには以下の３点が大事だということで、石油・天然ガスの安定供給をこれまで以

上にやるということ。それからメタルの安定供給確保、その上で脱炭素に向けたあらゆる選

択肢を追及していくこととし、脱炭素燃料技術の導入、拡大に向けたイノベーションを図る

ということでございます。 
 ページをくっていただきまして、７ページの一番上にある図は前回もご紹介いたしまし

たが、今後の資源・燃料政策のあるべき方向として、燃料そのものを対象、脱炭素燃料を広

く対象化するということ。それから上、中、下流というフェーズだけではなくてカーボンリ

サイクルやＣＣＳといった技術あるいは制度等に拡大していくということでございます。 
 次に、適切な時間軸を設定した対応ということで、199 行目ですが、これらは中長期的な

挑戦が必要とされるということで、有望なイノベーションに挑戦しつつも特定の技術を決

め打ちするのではなく、技術確立の状況や社会環境の変化を踏まえた上で適切な時間軸を

設定、対応することが必要と。 
 209 行ですが、他方で、カーボンニュートラルに向けた諸外国の実施状況、国際世論、資

本市場の動向等を踏まえ、カーボンニュートラルに向けた取り組みの加速化や国際連携の

推進等の見直しを絶えず行っていくことが必要であるということでございます。 
 213 行目以降が包括的な資源外交で 211 行で、「例えば」として、水素、アンモニアのサ

プライチェーン構築などについては、これまでの石油・天然ガスの資源外交で培った中東や

ロシア等の産油・ガス国等の協力関係、ネットワークが重要な基盤になるということ。また、

124 行で、外国で生産された再生可能エネルギーについても、石油・天然ガス同様に資源と
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捉えて、グリーン水素・グリーンアンモニアに転換して輸入するという新しいコンセプを強

く意識して活動していくべきであろうと。 
 235 行目ですけれども、アジアのエネルギーセキュリティーに貢献し、これによってわが

国の資源・エネルギーの安定供給確保していくということです。 
 9 ページにまいりまして、政策の具体的な方向性で、まず資源燃料の安定供給確保という

ことで 246 行で、将来にわたって一瞬の途切れもなく、必要な資源・燃料の安定供給確保

を続けることが、資源・燃料政策の責務であるとしております。その上で 254 行目で、エネ

ルギー・レジリエンスを確保しつつもカーボンニュートラルに移行していくためにはとい

うことで、政府関係機関および石油・天然ガス関連企業についての役割を記載しております。 
 まず最初に、石油・天然ガスですけれども、１つ目、石油の位置付けということで、269
行目から 71 行目まで、一次エネルギーの 37％、特に運輸や化学製品などの素材用途がある

という利点を持っているということ。そして 274 行以降で、地政学的にリスクというのは

まだまだ大きいものの、既に全国的な供給網が整備されて、また、備蓄も整備されていると

いったこと。そして災害時には最後のとりでとなるということで、今後とも活用されている

重要なエネルギーだと位置付けております。 
 天然ガスについては 288 行以降で、今後、熱源としての効率性が高いとか、石油と比べ

ても地政学的リスクが小さいとか、ミドル電源あるいは調整電源として活躍する役割がま

すます拡大しているといったようなことを書いてあります。 
 311 行から上流開発ですけれども、位置付けだとか背景だとかということは、すみません、

もう今ここにいらっしゃる委員の方には共通理解だということを前提に、469 行目まで飛ん

でいただいて政策の方向性で説明いたします。 
 470 で自主開発のさらなる推進ということで、473、ＪＯＧＭＥＣによるリスクマネーの

供給や総理大臣を筆頭として資源外交を引き続き行うということ。 
 そして 477 行ですけれども、現状のエネルギー基本計画において、「石油・天然ガスの自

主開発比率を 2030 年に 40％以上に引き上げること」としております。これにつきまして、

現在の目標を更に高く引き上げつつ、2040 年以降の目標についても新しいエネルギー基本

計画の検討状況を踏まえながら新たな具体的な数値を定めるべきとしております。 
 それから 15 ページの 513 行目でございますが、アジアエネルギー市場の創出・拡大、新

エネルギー戦略の策定としております。 
 522 行で、2016 年に策定したエネルギー市場戦略について刷新しまして、昨今のカーボ

ンニュートラルの流れであるとか、電力・ガス市場の自由化の中でのＬＮＧ安定調達をどう

すべきかと、こういった方針を含めた新しい戦略に作り替えていきたいと書いてあります。 
 16 ページでございますが、535 行目で、わが国企業が海外で創出したクレジットの付加

価値化ということを記載しております。537 行から、ＣＣＳプロジェクト形成を通じたいわ

ゆるＪＣＭなどのさらなるパートナー国の拡大。加えてボランタリー・クレジット市場にお

けるＣＣＳクレジット対象化に向けた環境整備等を通じた日本企業海外でのクレジットの
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付加価値化を図るべきであると、ということが、以上が上流でございます。 
 次、石油備蓄につきましては、608 行以降で、石油備蓄の確保、機動性、構造、さらには

618 行でフィリピンやベトナム等の ASEAN 諸国に対しまして、相手国の石油備蓄に関す

る総合的な戦略策定、支援をＪＯＧＭＥＣ等の知見を活用しながら引き続き行うとしてお

ります。 
 624 から中流である石油精製でございますが、政策の方向性として 684、レジデンスの強

化。さまざまな災害事象あるいは今回のようなコロナのまん延といろいろなことがありま

す。そういった事象に対応したレジデンスの強化をさらにやっていくと。 
 それから 693 で事業基盤の再構築ですが、703 行目、既存の燃料インフラやこれまで培

ったネットワーク、人材を活かして、バイオ燃料、水素等の新しい燃料供給にチャレンジす

るための構造改革、イノベーションを後押しすべきであると。特に合成燃料に関しては、ガ

ソリン、軽油、ジェット等幅広い用途で使われるということが期待されておりまして、商用

化に向けて、積極的に研究開発等を行うということになっております。 
 723 行から石油精製、ＳＳについてでございますが、政策対応のところで 22 ページに飛

んでいただきまして、781 行からですが、ＳＳの経営力向上、経営多角化、デジタル化とし

て 788 で、拠点であるというＳＳの「強み」を活かしまして、カーシェア等のモビリティサ

ービスの展開やランドリー等の地域ニーズに応じた生活関連サービスを展開と。 
 797 でＳＳではマルチファンクションＳＳやデジタル・トランスフォーメーションＳＳと

して発展することを目指すべきということでは、もう前向きに新しいことに取り組むとい

うこと。加えて 802 でＳＳのグリーン化として 809 行ですけれども、ＳＳにおけるＥＶ向

け充電器や水素ステーションの併設を後押しするということで、ＳＳが総合エネルギー拠

点として発展することを目指すべき。 
 812 行では、昨今の技術進展を踏まえまして、超高速充電器の整備といったこともこれか

ら重要になっていくだろうと。その他、レジデンス強化、それから地域の安定供給の拠点で

あるといったことを記載しています。 
 852 行でＬＰガスでございます。政策の方向性は 25 ページの冒頭に飛んでいただきまし

て、ＬＰガス安定供給確保への対応ということで、892、中核充填所の新設・拡充機能を引

き続き後押しすべきということ。そして 898 でグリーン化ということですが、900 行から

スマートメーターの導入による配送合理化であるとか、あるいはバイオＬＰガス、合成ＬＰ

ガス等のグリーンＬＰガスの研究開発、社会実装にも取り組もうとしております。 
 905 から石炭でございます。これについては位置付けでご説明しますが、909 行、現状に

おいて安定供給性や供給性に優れた重要なベース労働電源の燃料として評価されています。

ただし、再生可能エネルギーの導入拡大に伴って、適正に出力調整を行う必要性が高まると

いうことが見込まれます。今後、石炭の活用においては 2050 年カーボンニュートラルに向

けてＩＧＣＣへの回収等、火力発電の高効率化・次世代化等を進めるとともに、混焼の推進

やＣＣＵＳカーボンリサイクル等の脱炭素化技術の導入、拡大を図っていくと。そうしたこ
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とによってよりクリーンなガス利用へのシフトと非効率石炭のフェードアウトの取り組み

など長期を展望した環境負荷の低減というのをしっかりやりながら石炭を活用していこう

ということでございます。 
 政策の方向性としては 26 ページに上流開発、高効率火力の技術開発等について記載して

おります。 
 967 からが地熱でありまして、政策の方向性は 1003 行でございます。これについては、

開発リードタイムが長いということもあったりするので、開発リスク、コストを低減する。

ページをめくって、地元理解の促進をする。そして、今、足下で進まない理由になっている

ような規制についての運用改善をしっかり関係省庁で進めていくといったこと。加えて海

外展開として、アジア、アフリカについても地熱開発のポテンシャルが大きいといったこと

を考えると、1037 行目からありますが、世界のカーボンニュートラルへの貢献といった観

点からも海外展開を促進していくことが重要であり、ＪＯＧＭＥＣの役割を含めて政策的

支援の強化について検討していこうということです。 
 29 ページ冒頭からが鉱物資源の安定供給確保という形になります。ページをめくってい

ただいて 1104 行目、上流でございますが、さらにページをめくって 1123 行から政策の方

向性ということで、権益確保のさらなる取り組み強化。1127 行から海外鉱山開発事業にお

ける脱炭素化のための取り組みに対しても、リスクマネー供与の条件を優遇するなど、ＪＯ

ＧＭＥＣによる支援を更に強化すべきといった記載があります。 
 中流に関しましてはページをめくっていただいて 1172 行から、まず精錬工程やメタル・

リサイクルの強化といったことを書かせていただいておりまして、1179 行からスクラップ

や使用済み製品の資源循環量フローや国内外の資源貯蔵量についてマテリアルフローを調

査し、循環経済への転換に向けた課題分析を行うと、こうしたことのため原料調達、中間処

理、精錬等のプロセス改善、技術開発による回収率向上や企業間連携の生産性向上のための

投資を促進していくべきとしています。 
 1187 からがサプライチェーン強化ということですが、特定国に依存しないサプライチェ

ーンの確立に向けて、国内の精錬所における原料鉱石の調達リスクや需要の急減、急激な変

動リスク等を低減するため、ＪＯＧＭＥＣのリスクマネー供給等の支援を強化していくべ

きであると、こういうふうに書いてあります。 
 以上がメタルでございまして、34 ページからが３つ目の柱であります脱炭素燃料技術に

よるイノベーションです。1229 行に、脱炭素燃料がこういったもの。1232 行に脱炭素技術

等がこういったものといったことを記載しています。順を追ってご説明します。 
 1250 行にバイオ燃料ということで書いていまして、ページをめくって 1286 行からが政

策の方向性です。 
 1290 行は特にＳＡＦとなる航空機燃料ですね。ＳＡＦとなるバイオジェット燃料につい

ては既に製造技術に係る要素技術は実証段階へ移行しているといったものがありますので、

これをいかに社会実装に結び付けていくかといったことが今後の課題です。 
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 1297 行で、国際的な航空分野の取り組みであるＩＣＡＯ規制の対象燃料として登録する

ためには、製造したＳＡＦのＣＯ２排出削減効果等をＬＣＡで示す必要があるため、よりＣ

Ｏ２排出削減効果の高いＳＡＦの製造技術の確立が必要であるとしております。 
 36 ページ、1310 行から水素でありまして、ページをめくって 37 行、37 ページ 1357 行、

政策の方向性として、水素導入量の拡大で、2050 年には水素発電コストをガス火力以下に

低減するということを目指していこうということであります。その後もいろいろ書いてあ

りますからこれをグリーン成長戦略に記載している内容とほぼ同じでございますが、これ

はしっかり資源燃料政策としても取り組んで進めていくということでございます。 
 38 ページが燃料アンモニアでありまして、1434 行からがアンモニアの利用促進、供給拡

大といった分野での政策を記載しておりますが、前回ご紹介をいたしましたアンモニア協

議会での取りまとめを受けまして、また年末の成長戦略に記載したことを含めましてしっ

かり取り組んでいくということです。 
 40 ページが合成燃料でございまして、ページを開いていただいて 41 ページでございま

す。まずは、合成燃料技術開発実証が欧米を中心に急速に広がりをみせておりますけれども、

まずは研究開発、それを実証していく段階というのが足下でありまして、できるだけ早期に

社会実装に向けていくということでございます。 
 1543 行です。年末の成長戦略のときには 2050 年ごろまでに商用化ということでありま

したが、30 年も待てないということでありまして、合成燃料に係る技術開発実証は今後 10
年で集中的に行い、2030 年までに高効率かつ大規模な製造技術を確立、30 年代には導入拡

大、コスト低減を行って、40 年までには自立商用化を目指すべきであるというふうにして

あります。 
 1559 行で合成メタン（メタネーション）でございます。1581 行から政策を書いてありま

すが、大規模実証を通じたコスト低減、そうしたものをしっかり応援していこうということ

を記載してあります。 
 43 ページからＣＣＳです。1591 行からカーボンニュートラルの実現に向けて鍵となる技

術であると書いてあります。次の行で、既存の化石燃料の調達体制や設備を活用しつつ、Ｃ

Ｏ２排出削減に貢献できるという利点も有している。また、ＤＡＣやバイオマス発電等と組

み合わせることで、ネガティブ・エミッションも実現することができるというふうに特性を

書いてありまして、44 ページで政策の方向性で柱として３つ、ＣＣＳの技術確立、コスト

低減、事業化に向けた対応、それから国際協力ということです。 
 1668 行で、海外でのＣＣＳも視野に入れて、「アジアＣＣＵＳネットワーク」構想に向け

たアジア各国との協力を強化していくべき。あるいは次の行にあります、アジア域内におけ

るＣＣＳ関連制度づくりへの関与の強化、ＣＣＵＳに関する知識・経験の共有、ポテンシャ

ル調査の実施等々、ルールメークも含めて具体的なプロジェクト形成を図っていこうとい

うことであります。 
 45 ページからＤＡＣを含めたカーボンリサイクルでございます。ページをめくって 1713
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行で、ＤＡＣについて記載してありますけれども、ＤＡＣ技術については世界的にも要素技

術開発段階です。現状ではエネルギー効率が低く、大気中からＣＯ２排出コストが高いこと

が課題です。しかしながら、社会全体でのカーボンニュートラルを実現するためには、長期

かつ計画的に取り組みを進めることが必要であります。 
 1732 行で政策の方向性で、社会実装に向けた技術開発実証の推進とあります。カーボン

リサイクル技術ロードマップが 2019 年に、昨年策定されてから、わが国における 2050 年

カーボンニュートラル目標の宣言、各種技術の進展、国内外の企業におけるカーボンリサイ

クルに係る取り組みの拡大、こうした環境の変化がございました。これらを踏まえて、技術

の追加やあるいは同技術のロードマップを必要に応じて見直すべきであるという部分を記

載してあります。 
 最後でございます。47 ページ、クレジットで、最終ページを開いてください。背景・課

題でご説明しますけれども、1795 行から、国際機関や行政が関与するクレジットとして、

ＣＤＭがあったり、Ｊクレジットがあったりという紹介。1806 行からポランタリー・クレ

ジットとしてさまざまなクレジットが付与されるようになってきております。政策の方向

性では、今現在まさにクレジット取引を含めた「成長に資するカーボンプライシング」につ

いて経産省、環境省が連携して検討を進めているところであります。こうした検討を経た上

でカーボンニュートラル実現のためのクレジットマーケットを育てていく課題整理、政策

について構築していくということになっています。 
 少々長くなりましたが以上です。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。それでは、これから皆さんのご意見を頂戴いたします。ご意見

がおありの方は名札を立てていただきまして、そしてＳｋｙｐｅでご参加いただいている

方はＳｋｙｐｅのチャット機能で発言希望の旨を入力していただければ、こちらから指名

をさせていただきます。なお、ご発言は４分以内ということでお願いをいたします。 
○西山政策課長 
 ２点補足いたします。補足の前にすみません。本日はご欠席の柏木委員からご意見を頂戴

しておりますので、机上配布しておりますので、ご確認ください。 
 １点目、ご発言いただくときには、目の前にあるこれのマイクの右側のボタンをピッと押

して、赤くなりましたら発言できます。終わりましたらもう一度右のボタンをピッと押して

いただければと思います。 
 ２点目ですが、３分経過した時点でベルとＳｋｙｐｅのチャット機能でお知らせいたし

ます。なるべく大勢の委員からご意見を頂戴するためご協力をお願いします。 
 以上です。 
○隅分科会長 
 それでは、皆さん、お願いいたします。 
 それでは、最初にＳｋｙｐｅでご参加いただいております所委員、お願いいたします。 
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○所委員 
恐縮ながら本日、途中退席させていただきますので、最初に発言させていただきます。ご容

赦ください。 
 このレポートを拝見いたしまして、これまでのわれわれの議論を大変的確にロングリス

トとして、まずまとめていただいたと思います。特に私は、鉱業小委員会にも所属しており

ますけれども、そちらでの意見を適切に反映していただいていると感じております。ただ、

このリストは今後、わが国が資源・エネルギーでやるべきことの全てを網羅したロングリス

トであると理解をしております。中身を考えますと、これからこれをどう実現していくかと

いう部分については、仕組みの点におきましても技術開発につきましても課題がたくさん

あると認識しております。 
 特に仕組みの部分においてはこれまで以上に分野間の連携を進めていく新しい仕組みが

必要であると思いますし、いろいろな数値目標をどういうふうに考えるのか。あるいはカー

ボンニュートラルというものをどう数値的に評価するのかというところもこれから議論し

ていかなければいけないと考えています。私は資源循環が専門ですけれども、例えば資源循

環のために必要ないろいろな金属の継続的な利用とカーボンニュートラルとの関係という

点ひとつにおきましても、それをどう評価するかというのは非常に重要かつ難しい課題で

す。ですので、そういったことを現実的にきちんと遂行していくための仕組み、技術開発に

ついては、これからさらに具体化していく議論がここからスタートしていくことが必要と

感じております。 
 私からは以上です。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 それでは、ここにご参加いただいた細井さん、お願いします。 
○細井委員 
 ありがとうございます。それでは、石油鉱業連盟として３点申し上げさせていただきます。 
 １つ目は自主開発の目標についてでございます。資源小国であるわが国におきまして、エ

ネルギー資源の自主開発比率を高めることはエネルギー安全保障上、非常に重要と考えて

おります。報告書（案）におきましても、2050 年のカーボンニュートラルに向けても、ま

たカーボンニュートラル社会実現後も、重要なエネルギー源であり続ける石油・天然ガスの

安定供給確保が引き続き重要であり、わが国企業の海外権益獲得に基づく引取量拡大と国

内資源開発の推進を通じて、現状の自主開発比率を可能な限り高めることが重要と記載さ

れていることについて強く賛同するところであります。この内容につきましては、この自主

開発比率の目標の引き上げをかねてより主張してきた石油・天然ガス開発業界へのエール

ともいえ、われわれもそれに応えるべくこれまで以上に事業を推進していきたいと考えて

おります。 
 ２点目がＣＣＳ等脱炭素化の取り組みへの支援についてでございます。欧米や豪州と比
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して日本においては、日本企業の上流開発に伴う海外のＣＣＳ事業への直接的な支援策を

有していないと報告書に記載されているとおり、膨大なコストを要するＣＣＳ事業を諸外

国と５市、民間ベースで行うことは極めて現段階では困難でございます。従って 2050 年カ

ーボンニュートラル実現に向けて、とりわけＳｃｏｐｅ３のＣＯ２削減に有力なツールであ

るＣＣＳ事業を推進していくためには、ＪＯＧＭＥＣによります資金支援をはじめ、税制、

融資等による政府の幅広い支援策が必要不可欠であります。 
 また、支援策のみならずＣＯ２貯留適地選定のための調査、関連法制度やモニタリング制

度などの事業環境整備もこれからであると考えております。加えてＣＯ２削減そのものに付

加価値を付けるクレジットマーケットの整備、育成、さらには海外での削減を価値化するＪ

ＣＭの拡大などもこれからと考えております。これらの課題認識や解決への方向性はわれ

われ上流開発事業のものと一体でございますので、欧米企業がＣＣＳに対する動きを進め

ている環境下、スピード感を持って強力に政府全体でその取り組みを推進するようお願い

したいと考えております。 
 石油鉱業連盟におきましては、現在、政策要望の取りまとめを行っておりますが、今回は

ＣＣＳ等、カーボンニュートラル関係の要望が極めて多い現状であります。今後、経済産業

省に相談させていただきながら要望の実現を図り、2050 年カーボンニュートラル社会実現

の担い手となっていきたいと考えております。 
 最後が新時代における人材育成、獲得についてです。石油・天然ガス開発業界を取り巻く

環境が大きく変わりつつある中、多様でチャレンジ精神あふれる人材を石油・天然ガス開発

産業が獲得することは、わが国のエネルギー安定供給およびカーボンニュートラル社会実

現に向けて最も重要な基盤とされていることに同感いたします。 
 政府としてエネルギー政策上、重要な政策課題として、政府の取り組みについて具体的検

討を行っていっていただきたいと考えておりますし、業界としても人材獲得、育成について

検討を行い、経済産業省と連携して取り組んでいきたいと考えております。 
 以上です。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 それでは、梶田委員、お願いいたします。 
○梶田委員 
 天然ガス鉱業会の梶田でございます。国内天然ガス開発の視点から発言させていただき

ます。 
 本報告書案につきましては、引き続き国内資源開発が重要であること併せて環境負荷が

低く水素の原料にもなる天然ガスが重要であることと述べ、またＣＣＳの社会実装のため

の事業環境整備の必要性を述べるなど、エネルギー供給を担っている業界としてレジリエ

ンスの確保とカーボンニュートラル実現の両立を目指す内容となっており、取りまとめて

いただいた事務局にお礼を申し上げます。 
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 業界といたしましても、この報告内容に沿い、引き続き国産天然ガスの開発生産を推進す

ることでエネルギーの安定供給に貢献するとともに、低炭素化、脱炭素化に努めてまいりた

いと考えておりますが、チャレンジングな内容も多く、ぜひ国としても本報告にある課題の

解決にご尽力いただきますようお願いを申し上げます。 
 以上でございます。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 続きまして、Ｓｋｙｐｅでご参加の中の橘川委員、お願いいたします。 
 橘川さん、聞こえておりますか。橘川委員、聞こえていないようですか。それでは、先に

こちらにご参加いただいています石井委員、お願いいたします。 
○石井委員 
 日本地熱協会の石井でございます。地熱に関しましては、純粋国産の地下資源を利用する

地熱発電につきましては、エネルギーミックス 2030 年目標達成に向けて多大な努力を必要

としますので、協会としましても技術開発とコスト削減のさまざまな工夫を凝らしている

ところでございます。一方で、森林法や自然公園法など各種規制に関わる適切な運用および

さらなる規制緩和が必要でありまして、これらが改善されれば地熱開発の加速化に大きく

資するものと考える所存であります。 
 2050 年のカーボンニュートラル政策を進める上では、再エネの積み上げだけでなく将来

的な水素バリューチェーンの構築を見据えたグリーン水素供給の一翼を担うことも地熱は

可能であると考えております。そうした観点からも地熱を応援していただきたく思うとこ

ろであります。 
 また、本法の地熱開発事業者の海外展開につきまして、今回の報告書（案）でも触れられ

ておりますが、こちらについてもぜひとも検討ならびに今後の支援を強くお願いしたいと

存じます。 
 以上でございます。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 橘川委員、お戻りになられましたか。じゃあ、確認が取れたら。 
 それでは、早川委員、お願いします。 
○早川委員 
 日本ガス協会の早川です。改めましてどうぞよろしくお願いいたします。 
 まずは、報告書（案）の取りまとめに当たりましては、事務局の皆さんが大変なご苦労の

末にまとめられたと思います。心より敬意を表したいと思います。 
 その上で３点ほど申し述べさせていただきます。１点目は、包括的な資源外交についてで

あります。報告書（案）７ページに記載のとおり、資源エネルギーの安定供給確保や脱炭素

燃料技術の将来的な確保に向けまして、多国間の枠組みを通じた案件組成や国際ルールの
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形成を推進していく上で包括的な資源外交という取り組みは、大変重要になると考えてお

りますので、ぜひとも着実に進めていただくことをお願いしたいと思います。 
 ２点目はカーボンニュートラルの実現に向けてであります。今後、脱炭素燃料技術の導入

や拡大に向けてはリノベーションの実現が鍵になると私どもも考えております。 
 報告書（案）の 42 ページにメタネーションによる合成メタンの記載をしていただいてお

りますけれども、メタネーションは基礎的な技術そのものは確立できておりますけれども、

商用化に必要な大容量化、低コスト化に向けてはさらなるイノベーションが必要となりま

す。この際に技術開発や導入初期における設備投資にどう対応していくかが大きな課題で

あると考えております。また、お客さままでお届けするサプライチェーンの構築も課題の一

つでございます。ガス業界としても仲間づくりを進めながら、メタネーションのサプライチ

ェーン構築に向けて、これをけん引していく心づもりではありますけれども、こうした取り

組みを後押しする支援の検討をお願いしたいと思います。 
 ３点目はルールメーキングについてです。報告書（案）の 47 ページにクレジットについ

て記載がございますけれども、現状、信頼性の高いものとそうでないものが混在しており、

今後、需要家が安心して取引できるルールや基準づくりが必要と考えます。その際には、供

給側だけでなく需要側にとっても利用が促進されるような国際的なルールメーキングを推

進していくこと。併せまして、国内ルールの整備も同様に重要と考えておりますのでよろし

くお願いしたいと思います。 
 最後にガス事業者といたしましてもこれまで培ってきたＬＮＧバリューチェーンの強み

を活かしまして、ＬＮＧに関するエンジニアリング力の海外展開、合成メタン等の導入など

によりまして、国内はもとより世界台でカーボンニュートラルの実現に向けて貢献してま

いりたいと思います。 
 以上です。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 それでは、Ｓｋｙｐｅでご参加の中の橘川委員、いかがでしょうか。 
○西山政策課長 
 ご意見のほうをよろしくお願いいたします。 
○橘川委員 
 これでしゃべっていいんでしょうか。 
○隅分科会長 
 橘川委員、隅でございます。どうぞよろしくお願いします。 
○橘川委員 
 お願いいたします。まず、ＪＯＧＭＥＣの機能の強化なんですが、CCUS 全般ですとか、

金属の精錬への支援ですとか、地熱の海外展開というところまですそ野を広げるべきだと

思いますので、今の法律でできない場合にはＪＯＧＭＥＣ法の改正も急いで準備したほう
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がいいと思います。そもそも独立行政法人という枠組みには無理がありますので、組織の根

本的な強化をもっとやっていただきたいと思います。 
 次に、その事業対象のエリアなんですが、ＣＣＵＳのときに産油国参加することが考えら

れていますが、多分グリーンアンモニアとかで考えますと、ＣＣＳは進んでいるあるいはＣ

Ｏ２の商品価値でパイプラインがあるのは北米ですので、北米もカナダ、アメリカも事業領

域として視野に入れる必要があると思います。 
 それからアジアに関していうと、石炭火力がたくさんあるので、ここの国々もやがてカー

ボンニュートラルにいかなければいけないわけで、その場合は日本のブラックビレットで

すとか、あるいはアンモニアという技術は非常にユニークで意義があると思います。欧米は

あまりアンモニアはやっていないわけですけれども、アンモニアをやることによってアジ

アの石炭火力はやがてカーボンニュートラルに行くと思いますので、それが大事だと思い

ます。 
 それからカーボンニュートラルにいかに中小企業が参加するかというところがもう一つ

のポイントになると思いますので、例えばＬＰガス事業者、第２グループ、第３グループ、

第４グループの都市ガスあるいは石油のＳＳの人たちは、ぜひ自治体が進めるカーボンフ

リーシティのいろいろな協議会に参加して、自治体もカーボンフリーを目指していますけ

れども、アイデアがなくて苦しんでいる状態なので、ＬＮＧのことを詳しく、こういう人た

ちがまずは共に苦しむ、悩むというところから始めて、カーボンニュートラルに参加してい

くことが重要じゃないかと思います。 
 最後に、46％という目標は非常に大変なので、カーボンを減らせるあらゆるものに対して

きちっとした支援をする必要があると思います。例えば今までごみを燃やしていたのが、そ

のごみを回収して燃料を作るというようなとき、ＣＯ２が減る、こういうのも支援の対象に

なるし、水素を作るときに炭素を使わない、しかも電気分解も使わない新しいやり方も出て

きているみたいなんで、それもカーボンフリー水素としてグリーン水素として認定すると

いうような幅広の政策が求められていると思います。 
 以上です。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 それでは、杉森委員、お願いします。 
○杉森委員 
 石油連盟の杉森でございます。まず初めに、本日示されました資源・燃料政策の方向性に

つきましては賛同いたします。その上で４点意見を申し上げます。 
 １点目は、石油の安定供給確保についてでございます。昨今の石油を巡る情勢を振り返り

ますと、中東における地政学的リスクの高まり、大規模自然災害の頻発化、さらには新型コ

ロナウイルスの感染拡大など安定供給に対する不確実性が高まっております。2050 年カー

ボンニュートラルに向けても石油は国民経済を支えるとともに、とりわけ自然災害におい
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てはエネルギーの最後の砦となるなど、平時、緊急時を問わず今後とも活用していく重要な

エネルギー源であることを忘れずに官民挙げて石油の危機対応力を高めることが重要だと

考えます。そのためには自主開発の推進、あるいは現行備蓄水準の維持とともに、アジアを

含めたレジリエンス強化に取り組むことが重要であると考えております。 
 ２点目は、カーボンニュートラルについてです。前回の分科会で石油業界のビジョンを紹

介させていただきましたが、われわれはこれまで培ったアセット、人材、産業界のネットワ

ークを生かしまして、事業活動に伴うＣＯ２排出の実質ゼロ、カーボンニュートラルを目指

すとともに、Ｓｃｏｐｅ３についても自動車、航空、船舶分野において、次世代バイオ、Ｃ

Ｏ２フリー水素、ＣＯ２と水素の合成燃料などの実用化に挑戦してまいります。 
 一方、こうした取り組みは革新的なイノベーションの実現なくして達成することはでき

ません。政府におかれましては、こうした技術開発、社会実装に向けて２兆円基金の拡充な

どさらに大胆な支援策を継続的に講じていただきますようお願いいたします。 
 ３点目は、次世代バイオ、ＣＯ２フリー水素などの資源確保についてです。こうした資源

は国内で全て賄うことが理想ですけれども、長期にわたって大量調達し、調達コストを下げ

ていくには、海外からの輸入も視野に入れる必要があると考えます。そのためには今後の上

流開発の対象を、石油と化石燃料に加え、バイオマスや水素にも拡大することをお願いしま

す。 
 最後に、菅首相は 2030 年のＧＨＧ削減目標を 46％に引き上げることを表明されました。

気候変動対策とエネルギー政策は表裏一体であります。ＧＨＧの削減目標の見直しに当た

っては、Ｓ＋３E を前提にエネルギーミックスと整合した検討が不可欠であると考えます。

今後の検討に当たりましては、こうした点を考慮して議論がなされることをお願いいたし

ます。 
 以上でございます。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 では、続きまして、豊田委員、お願いいたします。 
○豊田委員 ありがとうございます。報告書自身は非常に整理をされて多くの意見を入れ

られているということで高く評価をしたいと思います。その上で政策のスタンスという意

味で２つ、それからある意味で文言の話なんですけれども２つほど、申し上げたいと思いま

す。、政策のスタンスは杉森委員もおっしゃったように、これまでのカーボンニュートラル

に向けた動きが菅総理の 46％という削減比率、ＧＨＧ削減比率の大幅な引き上げによって

むしろスピードアップしたというふうに感じております。そのこと自身は悪いことではな

いのですけれども、そうだとすれば政府としても政策の強化、政策のスピード化についてし

っかりとした覚悟を持って対応していただきたいというふうに思います。政策的に強力な

イニシアティブを発揮するとともに、例えばＪＯＧＭＥＣの機能の抜本的強化を法改正を

いとわずに行うこと。この報告書で書かれている内容は、スピードをもって実現をするとい
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う点をお願いしたいと思います。それが１点目です。 
 それから２つ目もいわばスタンスの問題なのですけれども、国際ルールメーキングにつ

いて多々書かれております。これも非常に重要なことだと思うのですけれども、一言で言え

ば仲間づくりが重要であると思います。仲間づくりにおいてアジアは非常に重要なのです

けれども、国際場裏においてはあまり声が大きくないということですので、中東諸国とそれ

からぜひアメリカを同じ船に乗せるようにお願いをしたいと思います。 
 そういう意味でいえば拡大インド太平洋協力といって、中東は当然入れるぐらいな感じ

でさらに仲間を増やしていただいて、とりわけクリーン水素、アンモニア、合成燃料、ＣＣ

Ｓといったものが重要です。これらは、私はあまりトランジショナルフューエルと言いたく

ないので、エターナルフューエルと申し上げますけれども、こういったものが国際ルールメ

ーキングにおいて不利にならないようにしっかりと対応をしていただきたいと思います。 
 各論ですが、言葉の問題で恐縮なのですけれども、もう一度ざっと読ませていただいて一

番気になったのは、ＳＳと精製所の前にグリーンという言葉が付いているんですけれども、

ぜひ、私はこれはクリーンにしていただいたほうがいいんじゃないかと思います。ほかの部

分ではグリーンとブルーと分けて水素とアンモニアを書いておられるのですけれども、こ

こだけ私も気が付かなかったのですけれども、グリーンＳＳとか書いてあるのです。見てい

ただくとお分かりなんですけれども、ＩEＡとアメリカは結構気を付けて言葉を使っていま

す、グリーンとブルーの両方を気にしているので、クリーンと言っているんですね。ＩEＡ

はクリーンサミットですし、アメリカの今回の２兆ドルのインフラ提案もクリーンエネル

ギーと言っています。この点をぜひ気を付けることをお願いします。 
 それから最後に、私もずっと気になっていたのは、石油については共同備蓄と立派に書い

ていただいています。、ガスについてももう一言何かできないかなと思ったときに、今年の

冬にタイからのリロードされたＬＮＧが日本に来て、、一時は需給緩和したということがあ

ります。、こうしたＬＮＧの融通体制構築みたいなもの、リローディングの体制強化を日本

が支援をするような形で「アジアワイドのＬＮＧ融通体制構築」みたいなことを考えていた

だくと、ここに、書いていただいている 15 ページの部分がさらに充実するかなという気が

いたしています。 
 以上でございます。よろしくお願いいたします。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 続いてＳｋｙｐｅでご参加の竹内委員、お願いいたします。 
○竹内委員 
 声は届いておりますでしょうか。 
○隅分科会長 
 はい、聞こえております。 
○竹内委員 
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 ありがとうございます。ご説明いただきましてありがとうございました。私もこの整理は

非常に網羅的にまとめていただきまして、また、ここから実行に向けてやっていくためのあ

る意味ガイドラインといいますか、方向性を示していただいたということで賛同させてい

ただきます。 
 その上でちょっと２点申し上げたいと思います。１点目が、ここからやはり担い手という

ところが非常に重要になる。これは先日も石油・天然ガス小委員会でも申し上げましたこと

で、ちょっと重ねて、そちらでもご一緒だった先生には重なってしまうところがあると思い

ますけれども、先ほど橘川先生がご指摘になられましたＪＯＧＭＥＣ法の改正を急いだほ

うがいいという点は私も賛同でございます。まさにカーボンニュートラルというようなと

ころ、しかも 2030 年に向かっての目標が非常に引き上げられたというところで、民間事業

者の方にとってみれば、さまざまなものが、ちょっといろんな状況変化になってきていると。

これはそれだけではなくていろんな技術的なチャレンジもいろいろある中で、例えば水素

のサプライチェーンであったり、ＣＣＳの活用であったり、海外の地熱であったり、いろん

な技術的なチャレンジにもあるところでございますので、そういった担い手というところ

を確保していくというところを含めまして、体制を整える必要があるというふうに思って

おります。本当にその際、先日も委員会でも大変せんえつな発言をしてしまったんですけれ

ども、石油・天然ガスという化石燃料の付いた機構の名前ではなくて、もうカーボンニュー

トラルに資するエネルギーの調達をする組織であるというようなところが分かるような名

称の変更もあってもいいかもしれないとまで申し上げたんですけれども、そういったとこ

ろも含めてこちらは議論を急いでいただく必要があろうかと思っております。 
 もう１点が、ちょっと国内の地熱開発のことでございます。地熱資源が豊富というふうに

はよく日本はいわれて、国民も期待する向きが高いんですけれども、ただ、国立公園の規制

等で改善されたというふうなことになってはいるんですけれども、なかなか現場が動いて

いないという実態をよく耳にいたします。規制を表的には改正をされても個別判断で非常

に時間がかかるあるいはなかなか開発が共用されないというようなことが続きますと、結

局その産業全体が育つということになりませんので、政府としてこういう方針を決めたと

いうことであれば、これは環境省さんのご所管になるとは思いますけれども、整合的に進め

ていただくということをお願いできればというふうに思います。 
 以上２点でございます。 
○隅分科会長 
 竹内さん、ありがとうございました。 
 続きまして、こちらにご参加の加藤委員、お願いいたします。 
○加藤委員 
 ありがとうございます。全石連の加藤です。 
 まず、ＳＳ業界として報告書（案）につきましてこれまでの意見を早々に取り上げていた

だきまして、20 ページから 24 ページにＳＳの位置付け、課題、政策の方向性としてまとめ
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ていただきました。感謝申し上げます。事務局のご尽力に敬意を表したいと思います。 
 ただ、あと２点だけ意見を申し述べたいと思います。１点目はＳＳ業界にとって 2035 年

乗用車新車販売電動車 100％という政府の目標、施策が大変大きな課題になっております。

ちょっとマグニチュードで申し上げますと、つい最近発表された自動車団体の数字ですと、

2020 年度、今年の３月まで１年間の乗用車新車販売は 386 万台です。そのうちいわゆる燃

料車、ガソリンとかディーゼル車は 240 万台、62％です。去年でいうとこの 240 万台を 2035
年には０にすると。消費者には売っちゃいかんというふうに目標設定したわけですね。この

マグニチュードがどの程度大きくてガソリンなど燃料油の需要がどのくらいのスピードで、

どのくらいの規模で減っていくのかというのは大変大きな課題だと思います。ぜひとも 21
ページに 2025 年度までのガソリンの需要は年率 24％減るということを示されております

けれども、その後の見通しにつきましてもスピード規模等のロードマップ、この分科会でも

別でも結構ですので、ぜひ自動車政策当局とも協議の上、示していただきたいと思っており

ます。それを踏まえまして、ＳＳ業界としては 22 ページ、23 ページに書いていただいてお

りますが、経営多角化、そこに向けて総合エネルギー拠点化、コミュニティ・インフラ化な

どの政策の方向性に沿って対応していきたいというふうに考えております。 
 ２点目が技術開発の関係でございます。40 ページ、41 ページに合成燃料いわゆるＥＦＬ

が書いてございます。ＳＳ業界といたしましても既存のＳＳインフラを活用でき、また災害

時でも可搬性、貯蔵性があるということで、災害時対応力も大きいということで大きなメリ

ットがあると思います。先ほど杉森石油連盟会長からお話しがございましたけれども、石油

精製会社は本年度からＮＥＤＯの５兆円基金を使ってＥＦＬの本格的な技術開発に取り組

まれます。ぜひ、消費者にとってもＥＦＬがＥＶ化とは別の選択肢になり得るように、ここ

に書かれている 2040 年と言わず、できれば 2035 年電動率が 100％までにＥＦＬを自立商

用化できるよう加速化を強く期待いたします。そのための政府のさらなる支援強化もお願

いいたします。ＳＳ業界としても全面的な連携強化をしてまいる所存です。 
 以上です。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 それでは、廣瀬委員、どうぞ。 
○廣瀬委員 
 ありがとうございます。まず、私も素晴らしい内容のものを出していただいたと思ってお

りまして、これまでの議論も網羅されておりますし、これをご作成いただきました事務局の

方々に心より感謝と敬意を表したいと思います。 
 その上でちょっとないものねだり的な発言にもなるかと思うのですが、３例ほど申し上

げたいと思います。まず、全般的にいろいろな定義がちょっと曖昧な部分がありまして、例

えばグリーンでいきますと 13 ページにそのグリーンだけではなく「Secure」」かつ

「Affordable」なというようなことが書いてあるんですけれども、場合によってはそういう
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「Secure」であり「Affordable」なこともグリーンに含まれるというようなこともあるので

はないかと思います。ですので、やはりグリーンというような言葉を多用する一方で、使っ

ていただくのは全く問題ないと思うんですけれども、ある程度の実態的目標みたいなもの

を据えて、そういうところに向かっていくようなイメージを出されるとより具体的なもの

が見えてくるのではないかと思います。 
 ２点目として、いろいろな諸問題についてすごく先見の明を持った形での問題提起がな

されているのですけれども、問題提起に終わってしまっている部分があるかと思いますの

で、もう少し解決に向けたようなもう一言があるといいのではないかと思いました。 
 ３点目なんですが、水素について思ったことがございまして、私はいろいろな国の知識人

との意見交換ということをよくさせていただいているんですけれども、そういときに必ず

出てくるのが水素による国際協力というのが近年では必ず出てまいりまして、やはり今の

国際協力、外交において水素というのは結構大きな鍵になってくるのではないかと思いま

す。そういう中で例えば水素の問題で、例えば輸送などについて、今後各国の法規制が不統

一になる懸念というのも提出されておりましたけれども、それも先取りして日本が何か法

制化をリードするような提案が作れていきますと日本の立場が一歩先んじるようなことに

なるのではないかと思います。 
 また、38 ページに水素の原料確保も見据えて、天然ガス等の資源国や再エネポテンシャ

ルを多く有する国との具体的案件の実施等を通じた関係維持強化というのは非常に素晴ら

しいと思うんですが、それをかなり戦略的にやっていくことで日本の外交的ポテンシャル

がより高まることと思います。ですので、これは長期的展望の中で、どういう国とどういう

戦略的環境を位置付ければよいのかということを長いスパンで戦略的に考えていくという

ことが、より一つのことによって大きな効果が得られるということにつながるのではない

かと思いました。 
 以上です。ありがとうございました。 
○隅分科会長 
 ありがとうございます。 
 続きまして、西澤委員、よろしくお願いします。 
○西澤委員 
 私も非常に包括的であり、良い報告書だなと思っております。冒頭、所委員がおっしゃい

ましたけれども、まさにこれからのインプリが大事でございますので、本当に具体的にいろ

いろなことを進めていかなければいけないなと思う次第です。 
 私のほうから３点コメントをさせていただきたいんですが、１点目は今回この報告書で

これは主に 10 ページに書かれていますが、天然ガスが単なるトランジションフューエルで

はないということ。場合によってはカーボンニュートラル達成後も役割が期待されるエネ

ルギーであるということを強く示唆していただいていると思います。申し上げたいことは、

例えば水素ですね。ＩＥＡのアウトルックで 2050 年の断面で世界の水素の 70％が化石燃
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料由来、2070 年でも 40％ということ。これは２℃シナリオですけれども言っています。こ

れは現実的にここで言う化石燃料というのは天然ガスだというふうに想定しておりますが、

まさにこういった数字が示すとおり、天然ガス開発の発展なしに例えば水素社会の到来、こ

れを論じることができないというのが実態だと思います。そういう意味では、仮に 2050 年

にカーボンニュートラルが達成されるとしても、それ以降もやはり天然ガスが重要な役割

を果たしていくということを今回はこれを明記していただいていると思います。そういう

ことの意義が非常に大きいんだというふうに思っております。 
 ２番目は、アメリカの動きであります。７、８ページの資源外交のところとか 13 ページ

とも重なりますが、先般の日米共同声明のこれは折衝の中で、これは報道の話でございます

が、アメリカ側からアジアにおける天然ガス発電の普及と、これに要すれば金融面での政策

的な、金融面を含める政策的な支援について抑制的であるという議論があったと、こういう

ふうに報道されていますが、これは言葉を選ばずに言えばかなり行き過ぎた議論であるか

なと思っておりまして、引き続き日本としましてもアジアを代表して明確な見解を主張し

ていただきたいなと思っております。 
 ご存じのとおり現実的にはリニュアブルの普及、これも相当程度進むにしろ、アジアにお

いてエネルギーを石炭からガスに切り替えていくと、これなしにはアジアのゼロエミ達成

って不可能だと思っておりますし、ガスに代わる明確なエネルギー源の提示がないという

中で、このガスという選択肢をいわば盲目的に奪ってしまうと。これはアジアの経済発展の

みならず究極的にはアジアのカーボンニュートラルの達成に対して大きな脅威であるとい

うふうに言わざるを得ないと思います。ですからそのためにも、また先ほど豊田委員がおっ

しゃいましたように、アジア、中東も含めてなんですけれども、アジアとの連携ということ

について、より具体的な取り組み、これをなるべく早期に進化させていただきたい。そして

しっかりとした情報発信をアメリカ、ヨーロッパに対してもしていただきたいなと思って

おります。 
 最後に、カーボンニュートラルＬＮＧについてであります。48 ページが主なところです

が、これはガス会社から供給されるガスのカーボンニュートラル化について、徐々に実際に

国内のメーカーさんなどから要望が高まっているというふうに理解をしております。例え

ば欧州向けに製品を輸出しているメーカーさんがその欧州の輸出先から実際に日本の工場

で使用する燃料のカーボンニュートラル化を求められはじめていると。もしそうでないん

だったら切り替えるぞというような話ですね。こういった具体的な例がどんどん出てきて

いる。ＬＮＧの供給者として、供給するＬＮＧにボランタリーも含めたクレジットを付与す

ることは可能なんですが、この海外で購入したクレジット、これが基本的には日本のＣＯ２

の削減義務に寄与しない。カウントできないというのが実態かと思います。こういったジレ

ンマを抱えているというのが実態でございますので、こういった問題について、やはり具体

的に新しい制度設計、条約締結などを急いでいただきたいなというところであります。46％
という新しい目標が出されましたが、やはり次世代燃料のみならずこのクレジットの活用
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ということなくして 46％、2030 年というのはかなり難しいというふうに思いますので、ぜ

ひこの点をよろしくお願い申し上げます。 
 以上であります。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 では、島委員、お願いいたします。右側を押していただけますか。赤いのが出てきます。 
○島委員 
 島でございます。報告書（案）の内容につきましては、私も特に異論はございません。そ

の上で申し上げますと、これまで複数の委員がおっしゃったように、非常に網羅的なロング

リストとして今後の方向性が書かれているわけですが、これを実現していく際に、自国内で

議論すること・できること、そして海外・他国との協力関係に基づいて議論していくこと・

やることを切り分けて、自国でできることは着実に進めていくことが必要かと考えます。国

際炭素税の動きなどであるとか、カーボンプライシングは今後どのような綱引きが行われ

て、どこに着地するか見えないところですので、それがどのように転んでもわが国としては

一定のカーボンニュートラルは実現していくといった方向で施策を進めていくことが必要

かと思います。 
 また、その対外的な関係としては、個別の事業国とのバイラテの関係とマルチな国々との

関係の２つの場があると思いますが、バイラテの場に関しては、とかく事業者が単体で自社

の技術だけで売り込むには限界がありますので、例えば在外の日本大使館や現地の商工会

といったところが、当該企業が持っている技術を含めて、それより広い解決策、パッケージ

でどういった社会をつくっていくのか、ここは政府のほうがそういった絵姿を語るに適し

た立場にあると思いますので、事業者を支援していっていただくことが必要ではないかと

思います。 
 マルチな協議の場としては、これも何名もの委員がおっしゃっていることですが、脱炭素

一辺倒が正しい解ではないと。欧米は宗教観に基づいているのかなとも思いますが、あるべ

き姿というものを定めて、それに向かって強いリーダーシップの下に、みんなで一斉に動い

ていくという姿勢があり、他方、日本はできるものを積み上げていくといった形で、若干、

前者から見れば後発的のようにも見えるわけですけれども、ただ一点集中型というか、脱炭

素ありきではないと、脱炭素といった単一の指標の数値の議論に持ち込まず、例えばこれま

で石油・天然ガス小委員会でもＳＤＧｓの話などがあったように、サスティナブルやレジリ

エンスといった複眼的な指標でトータルに見て、これが望むべきより良い社会なんじゃな

いですかといった複合的なＫＰＩなどを提唱することもあってもよいかと思います。 
 また、最後に、ルールメーキングに関しては、ルールメーキングを実行していく過程で認

証機関も非常に大きな役割を果たすと思いますので、認証プロセスにわが国企業も参加で

きるよう、例えば人を送り出すといったところも支援が必要かと思います。 
 以上です。 
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○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 それでは、Ｓｋｙｐｅで参加の原田委員、お願いいたします。 
○原田委員 
 ありがとうございます。組織名称を変更しましたＪＣＯＡＬ石炭フロンティア機構の原

田でございます。３点コメントさせていただきます。 
 １点目は、水素、アンモニアの活用についてでございます。カーボンニュートラルへの熱

源へのチャレンジにおいて、石炭火力への水素、アンモニア混焼等の導入、活用が提案され

ておりますが、その中でＣＣＳを伴いながら褐炭からの水素製造等、石炭を活用することが

安価で大量な水素ならびにアンモニアを安定供給することに貢献できるということを記載

していただいていると認識しております。移行期における化石燃料の重要性について、社会

の情報発信とサプライチェーン構築への強力なご支援を引き続きよろしくお願いいたしま

す。 
 ２点目は、飛行機での化石燃料の低炭素化、脱炭素化のための資金供給についてでござい

ます。再エネ主力電源化を支えるエネルギートランジションでの石炭等の化石燃料の低炭

素化、脱炭素化への取り組みは時間軸、現実的なソリューションの一つとして加速して進め

ることが大変重要であり、研究開発、社会実装のための必要となる資金支援を国としても強

力に進めていただきたいと思います。 
 ３点目は石炭を含め化石燃料の持つエネルギー安定供給に対する強靭（きょうじん）性、

レジリエンシーに対する評価です。電力の安定供給の観点から化石燃料の持つエネルギー

供給に対する強靭性については、昨今の国内の寒冷気象時における燃料供給の逼迫（ひっぱ

く）化、国内外のエネルギー需給の逼迫化等の事例から重要視され議論されています。石炭

を含め化石燃料の持つエネルギーの安定供給に対する強靭性、レジリエンシーに対する適

切な評価と戦略的な調達、権益確保の強化へのご支援をお願いしたいと思います。 
 以上でございます。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 では、続いて、Ｓｋｙｐｅでご参加の中西委員、お願いいたします。 
○中西委員 
 すみません。声は聞こえていますでしょうか。 
○隅分科会長 
 はい、聞こえております。 
○中西委員 
 報告書を読ませていただいて、主に２点申し上げたいと思います。一つは、今の報告書、

これまでのこの分科会での意見をうまく集約していただいたものとして私も賛成するんで

すけれども、ご案内のとおり特に国際情勢を中心にこのテーマについての議論は予想以上
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に早く進んでいるということかと思います。46％という数字が出ましたけれども、今後も少

なくともイギリスのＧ７ですとか、イタリアのＧ20 の首脳会談ですとか、グラスホのＣＯ

Ｐ27 といったような日程が外交的には今年もありまして、今後さらに具体的あるいは踏み

込んだ目標値が設定されるという可能性もあるものだろうと思います。国際政治の観点か

らから言うと、もうこの環境、気候変動対応というのは、そのエネルギー、環境問題を超え

て特に米中関係の中での戦略的な位置付けを欧米はするようになっているので、実現可能

性ということはもちろんあるんですけれども、いかにこの目標を設定をして中国に圧力を

かけていくかという手段であるので、アメリカの同盟国としてそういうところに歩調を合

わせるということは、やはり戦略的な意味を持ち始めているという点で、とりわけ関係者、

業界の方も含めて認識を共有していただければと思いますし、この報告書についても今後

そうした国際情勢の変化に合わせて深掘りをしていく必要があるのかなというのは１点目

です。 
 ２点目は、今のことの関連で、特に 2030 年目標というともうあと９年なので、全く未来

の話ということではなくて、現実的にもう 3,000 日とかそういうレベルの話ですので、かな

り具体的な工程表を考えないと 46％に近づくこともできないということだろうと思います。

そういう意味で今の報告書で各方面に触れていただいているんですけれども、やはり 2030
年にその目標値にできるだけ近づくための工程表、戦略的な順位付けというのを今後は検

討していっていただきたいと思います。化石燃料でしたら、やはり発電については石炭から

石油、石油から天然ガスというように優先順位が付くのだろうと思いますし、そこにいかに

水素、アンモニアという非化石燃料を入れていくのかということも重要で、当然ながらそれ

は外国との連携が必要になっていくと思います。 
 また、再エネということになると、配電、蓄電ということからメタル資源の確保というこ

とが重要になってくるということですので、そうした仕組みを日本が体系的に追及してい

るということにならないとアジアの中でもある程度他の国との協力関係をつくって、これ

までお話がありましたように、欧米と違った形でのＫＰＩですとか、クレジットですか、そ

ういうことでも国際政府の中で説得力を持たないというふうに思いますので、その辺りは

国際的な視点からの工程表、戦略設定ということでお願いしたいと思います。 
 以上です。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 それでは、こちらで吉田さん、お願いいたします。 
○吉田代理 
 日本ＬＰガス協会専務理事の吉田でございます。本日は私どもの小笠原会長が所用のた

め代わりまして２点発言させていただきます。 
 まず１点目でございますけれども、ＬＰガス産業のグリーン化対応についてであります。

先ほど開催されましたこの総合支援エネルギー調査会、石油市場動向ワーキンググループ
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におきまして示されましたが、2025 年までのＬＰガス事業といたしましては、本年度以降

は年率プラス 0.6％の堅調な伸びというものが予想されております。2025 年時点での水準

としては現状並みの約 1,400 万トン近い需要見込まれているというところであります。ま

た、これとは別に 2050 年に向けまして考えてみますと、人口減少とか省エネ化等々により

ます需要減少要因がございますけれども、一方ではレジリエンス対策強化、こういうふうな

ものに伴ってＧＨＰの設置促進あるいはＩＭＯ規制協会による船舶用の燃料需要のＬＰガ

スへの一部シフト、こういうふうなものもございまして、相当量の需要が引き続き残ってい

くと予想しております。こうした中、日本ＬＰガス協会といたしましては、ＬＰガスをいか

にグリーン化していくのかという観点から、昨年秋に有識者や研究者を交えた研究会を立

ち上げまして、対外向け最終報告文書を本日、当協会のホームページに掲載いたしました。

この報告書の内容といたしましては、研究会を通じて確認された有力な知見や技術開発情

報を基に、ＬＰガス協会として実証化に向けた研究開発を進めていくことを記載しており

ます。また、そのための社会実装に向け国からのサポートによる産学連携、これは極めて重

要でありますので、引き続きご支援方よろしくお願いいたしたいと思います。 
 ２点目でございますけれども、これは若干細かい報告書（案）の文言についてであります。

本日示されました報告書の中で 25 ページになりますが、ちょうど真ん中ぐらいに、ＬＰガ

ス産業のグリーン化というふうな項目があります。一つお願いでありますが、合成ＬＰガス

のコア技術としてわれわれが期待しておりますプロパネーションならびにブタネーション、

こういうふうなことがございます。ぜひ、この言葉をこの報告書案の中の合成ＬＰガスの後

にかっこ書きで追記の上、３行目の「また」以降のグリーン化に関する部分をスマートメー

ターのご説明の前に記載していただきたいとお願いする次第でございます。 
 私からは以上です。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 それでは、渡辺さん、どうぞ。 
○渡辺代理 
 ＪＡＣ連合の渡辺と申します。本日は児島委員の代理として出席しております。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 
 私からは、労働組合として労働者の立場からの意見となります。現在の石油業界はコロナ

による影響もございますが構造的な要因での需要の減少とともに、合理化が進んで縮小傾

向にあり、今後においてもこの縮小傾向は継続することがみられております。今後のカーボ

ンニュートラルへの移行に際し、人材の確保という観点におきましては、装置運転に従事し

ていた方など優秀な人材の確保もしやすいと思いますので、引き続き国と企業の連携を検

討いただき、カーボンニュートラルに向けた施策を展開いただければと考えております。 
 また、世界的なカーボンニュートラルの流れの中で、石油・天然ガス業界はＣＯ２を排出

する業界としてイメージが悪く、新卒者の採用において困難な状況となっております。しか
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しながら、石油・天然ガスは今後も生活を支える重要なエネルギーの一つとして発展しなく

てはいけないものであり、そのためには再生可能エネルギーやＣＣＳなどの施策を国とし

ても早急に進めていかなくてはならないと考えます。つきましては、今後の石油・天然ガス

業界においても優秀な人材は必要不可欠であることから、小学校など幼いうちの教育から

業界全体のイメージが損なうことがないよう国としても、教育に力を入れていただきたい

と考えております。 
 以上、意見となります。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 では、Ｓｋｙｐｅでご参加の新良貴さん、お願いいたします。 
○新良貴委員 
 改めまして、日本生活協同組合連合会の新良貴でございます。本日は委員の藤井の代理で

参加をしております。私どもは消費者団体であることと、あとＳＤＧｓにコミットしている

立場から２点ほどご意見を申し上げたいと思います。 
 １点目は、ページ 14、パラグラフで言いますと 469 になりますが、先ほどもお話もあり

ましたが、石油・天然ガスの自主開発目標の部分でございます。2050 年カーボンニュート

ラルに向けて自主開発比率 40％以上というところをさらに高く引き上げるというところで

ございました。一方で私どもに寄せられている消費者のお声の大半は、再生可能エネルギー

を活用した脱炭素社会の実現というところのご意見が大半でございます。また、さまざまな

企業や自治体、団体、ＮＧＯとかが加盟している例えば気候変動イニシアティブさんだとか、

その辺りも化石燃料への依存度低減を求めていらっしゃいますし、少し心配なのがやはり

投資家によるダイベストメントの動きだとか、先日の米中の特使会談でも話に挙がってい

た化石燃料の削減の話です。つまり急に、先ほどどなたかが動きが早いとおっしゃっていま

したが、常識が変わり得る、ルールが変わり得るという前提で、こうした石油・天然ガスの

開発目標の引き上げに当たりましては、こうした化石燃料を巡る厳しい情勢、また政府によ

る再エネ最大化とかＥＶ導入目標、そういった方針を踏まえまして慎重にご検討いただき

たいというのが率直なご意見でございます。 
 ２点目でございますけれども、こちらはパラグラフ 1090、ページで言いますと 30 のレ

アメタルのところでございます。包括的支援外交、国際協力のくだりで、石油技術を意識し

た上流開発など、そういった記述がございまして、こちらは私どもが先回発言した内容を踏

まえていただいたものと受け止めております。言うまでもございませんけれども、ＳＤＧｓ

は環境問題と社会問題の同時解決を求めておりまして、例えばカーボンニュートラルに向

けた施策によってサプライチェーン上の別の環境問題とか社会問題、例えば労働者の人権

侵害ですね。そういうものを引き起こしてはならないと。特にそういう部分で先日は注意が

必要であるという趣旨で申し上げたところでございまして、こうしたＳＤＧｓの視点はレ

アメタルに限らず例えばパラグラフでいえば 1250、ページ 34 ですね。バリュー燃料の活
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用においても、これはいえることと思いますし、むしろこの資源・燃料政策全体の推進に当

たっての基本的構えではないかというふうに受け止めております。今ですとＳＤＧｓから

やっぱりカーボンニュートラルというところのみならず、それとともにほかの環境社会課

題の解決が求められているということを改めて行政として押さえつつ、この資源・燃料政策

がこうした前提のもとされていくというところを期待したいというふうに考えてございま

す。 
 以上でございます。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 それでは、細野委員、お願いします。 
○細野委員 
ありがとうございます。ＪＯＧＭＥＣの細野でございます。 
 本日取りまとめをいただきました報告書（案）、これは化石燃料については当面の燃料と

して、そして将来をにらんで水素の乗り物というふうなことで重要性は変わらないという

ことを認識をしながら、2050 年のカーボンニュートラルへ向けてメタルあるいは地熱を含

めて大変スタンス広く具体的な方向性を示していただいたと思っております。隅分科会長

あるいは委員の先生方あるいは南部長、西山課長はじめ当局の関係者の皆さまのご指導あ

るいはご尽力に感謝を申し上げたいと思います。 
 改めて申し上げるまでもありませんが、ＪＯＧＭＥＣというのは、そのミッションという

のは、いかに日本で使えるエネルギーと資源を安定的に確保するかということでございま

す。使用するエネルギーというのは時代によって変遷をします。先ほど中西委員からも言及

があったところでございますけれども、変遷はいたしますけれども、決してオールオアナッ

シングではなくて、賢くグラビティを移動させる。その中で将来的には水素やその製品であ

るアンモニア等も視野に入れた対応をすべきであろうと、そういうふうに認識をしており

ます。 
 本報告書の趣旨というのは、まさにＪＯＧＭＥＣの本来的な使命を改めて思いをいたし

て、時代にかなった今後の姿を追求せよと、そういう示唆をいただいたと承っております。

エネルギーの形態はシフトするにせよ、今カーボンニュートラルを通じて産業構造がシフ

トするにせよ、急にわが国がリソースリッチになるわけでは決してございません。その意味

でＪＯＧＭＥＣに課されたミッションというのは引き続き重たいものであると自覚をして

おります。カーボンニュートラルというのは大変高い目標でございますが、既に今までＪＯ

ＧＭＥＣとしましては、4 月から内部に「カーボンニュートラル推進本部」というのを立ち

上げまして、今週初めにはその活動についての基本方針とそれから具体的な行動、アクショ

ンについて「ＪＯＧＭＥＣカーボンニュートラル・イニシアティブ」という名前を冠して発

表させていただきました。この内容につきましては、本日の報告書を踏まえまして、政策当

局の皆さま方とまた緊密にご相談させていただきながらアップグレードを図ってまいりた
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いと思います。 
 その中で実装も含めて意味のある施策づくり、それから組織づくり、先ほど名称もご心配

いただいたようでございましたので、これも含めてでございますけれども、望ましい姿を目

指してまいりたいと思います。ありがとうございました。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 それでは、矢島さん、お願いできますか。 
○矢島代理 
本日は村山が欠席でございますので代りまして、日本鉱業の矢島でございます。 
 私のほうから 29ページからの鉱物資源の安定供給確保に関連してご発言をさせていただ

きたいと思います。本日お示しいただきました報告書（案）につきましては、昨今の情勢の

変化を的確に対応いたしておるし、中長期的に目指すべき方向、それをバックキャストする

形での必要な対策、大変によくまとまっており安全面的に支持するものでございます。 
 特に今後のカーボンニュートラルのためのデジタル化、グリーン化におきましては、銅な

どのベースメタル、またレアメタルなどの多様な非鉄金属が不可欠であり、需要の急速な拡

大も見込まれているところでございます。今回これまでも私どもが申し上げてきておりま

した金属鉱物資源の安定供給確保について主要項目の一つとして位置付けていただけまし

たこと大変ありがたく、その責任を担う業界として大変心強く感じているところでござい

ます。 
 また、カーボンニュートラルへの取り組みでございますが、これはややもすると前のめり

や焦りといったものを生じやすいような課題であるかと思いますが、長期にわたりイノベ

ーションの進展とともに取り組んでいくべき課題でございます。覚悟を持ってサプライチ

ェーン全体、需要家なども含めて計画的に着実に進めていくことが肝要なものであると考

えます。従いまして、引き続き国においてその道筋を示していただき、必要な支援策を講じ

ていただくことを期待するものでございます。 
 個別の施策について何点か申し上げたいと思います。１点目でございますが、上流におけ

る資源確保の重要性は一層高まるとご指摘をいただいているところでございますが、現場

の立場で申し上げますと、資源がどんどん奥に入っていく、また深くなる。品位も下がって

いる。資源ナショナリズムの高まり、こういったリスクが非常に増大してきているところで

ございます。そういった中で非鉄メジャーや中国企業に越して日本の民間企業が権益を獲

得していくというためには、資源外交を含めまして官民を挙げた取り組みが必要というこ

とでございます。予算、金融、そして税制面での総合的な取り組みの強化を要望するもので

ございます。 
 また、海底鉱物資源につきましても貴重な国内資源であり、中長期的な観点から着実に進

めていくことが重要と考えております。 
 次に、中流対策でございますが、私ども非鉄業界といたしましてリサイクルの強化に取り
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組んでいく考えでございます。国内に製錬所を有することはレジデンス強化、カーボンニュ

ートラルの取り組みとしても非常に利点でございます。多様な金属回収を可能とするため

にはさまざまな施設の連携、リサイクルネットワークの強化・拡大が重要でございます。こ

のためリサイクルを含めレアメタル等の国内精錬施設の整備について、サプライチェーン

の強化を国としても積極的にご支援をいただけるよう期待するものでございます。 
 また、サプライチェーン全体に係る取り組みを進めるためには、リサイクルによるエネル

ギー使用削減を本当にどのようにこれを評価していくのかなど根拠となるデータの整備、

分析手法、定義付け、国際的なルール作り、こういったものが重要でございます。国として

基盤の整備をぜひともお願いしたいと思います。 
 最後になりますが、私ども非鉄業界のカーボンニュートラルの取り組みでございますが、

今申し上げましたような資源の安定供給確保、リサイクルの拡大、製錬と各プロセスにおけ

る徹底した省エネ、新技術の開発、また地熱への取り組み、こういったものを通じまして実

現に取り組んでいく考えでございます。いずれも非常に難度の高い、リスクの高い、長期に

わたる取り組みでございますので、国としての支援もぜひ期待するところでございます。 
 以上でございます。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 今日は大変珍しくスムーズに進んでおりまして、これで手をお挙げになられた委員の方

は発言は終わったんですけれども、先ほど、ちょっと時間がありますので、ちょっと言い足

りなかったところ、これだけは補足しておきたいというようなことがありましたらお聞き

いたしますけれども、どなたかおられますか。 
 特にないようでございます。ありがとうございました。皆さまからのご意見、全体を通し

ましてこの報告書に対して基本よくまとまっているというご意見をいただいたように受け

止めております。その中で皆さん、大体ほとんどの方がおっしゃっていたのは、政府による

政策あるいは支援の強化、それからスピード、こういった点について触れておられましたし、

また、何人の方が複数おっしゃっていたのが、ＪＯＧＭＥＣの機能の強化、それは法改正も

含めてというようなこともご提案もされておられました。さまざまなご意見が、それぞれの

事案とかございましたけれども、今日の皆さまからのご意見を踏まえまして、さらに必要な

修正、これを必要であれば行った上でこの分科会の報告書として取りまとめていきたいと

思います。具体的な修正につきましては、ちょっとできましたら分科会会長であります私に

ご一任いただく形でお願いをしたいんですけれども、いかがでございましょうか。よろしゅ

うございますか。 
(委員) 
 異議なし。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。それでは、この報告書の内容プラス修正でいくということで今
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日は決定させていただきます。 
 それでは、最後に、南部長から一言お願いいたします。 
○南資源・燃料部長 
 今日はお忙しいところわざわざご足労いただきましてどうもありがとうございました。

この分科会も昨年 10 月の総理のカーボンニュートラル宣言を受けまして、12 月からご議

論をしていただきまして、総理のご発言は半年前なんですが、この半年という間にいろいろ

な形で議論が起きましたし、私たちも石天小委、工業小委、アンモニア協議会、合成燃料研

究会、いろいろな勉強、２つの委員会をやっていただいている先生方もいらっしゃいますが、

本当にどうもありがとうございました。 
 今日の皆さまのご意見も聞いていて感じたんですが、本当に難しい時代がスタートした

なというところを痛感しているところであります。私たちもどういう形でこのカーボンニ

ュートラルを達成するかということについて、必ずしも確たるものがまだ今の時点である

わけでありませんので、そういったこともあって今日の報告書というのはかなり包括的な

ものになったんだと思っております。やはりこの難しさというのは、今のエネルギーの９割

近くを占める化石燃料を移行していかなければいけないということで、そしてこの 90％を

占める化石燃料というのは、実はこれまでわれわれの産業界のいろいろな取り組みもあっ

て、実は非常にコストが安くてかつ安定性もあり、また利便性も高かったと、そういうこの

石油であり、ガスであり、石炭も転換していかなくちゃいけないと。これは 70 年間以上の

時間が作ってきたものなんですが、それを今後 30 年で大きく変えていかなくちゃいけない

と。 
 通常、移行というのはコストが安いほうに移行したり、便利なほうに移行したりというの

は、これは非常に移行しやすいと思うんですが、今回のカーボンニュートラルというのは、

気候変動のためにどちらかというとなかなか移行しにくいほうに移行していかなければい

けないというところが最大難しいところなんではないかと思っています。そのためにやは

りイノベーションというものを生み出していかなければいけないということだと思ってい

ます。 
 また、もう一つの難しさとして、これは今、委員の方々からも複数ご意見がありましたが、

この気候変動問題がエネルギー環境問題ということだけではなくて、国際政治の問題であ

ったり、国際的な産業競争の問題であったり、非常に複雑な要因を持っている問題ですので、

こういったところもどうやって動いていくかというところは、また難しさを加えているな

と考えているところであります。 
 いずれにしろ資源燃料は今まさに先ほど申しましたように、エネルギーの９割を占めて

いるので、この部分がうまく移行するかどうかというところが、実はこの日本全体のカーボ

ンニュートラルが達成できるかというところで非常に大きなところでございますので、ぜ

ひ皆さまからの意見も今後もお伺いしまして、議論としてはまだスタートしたところかな

と思っておりますので、ぜひ今後もご指導いただいて、このカーボンニュートラルへのチャ
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レンジというものを達成していきたいなと思っていますので、またよろしくお願いしたい

と思います。どうもありがとうございました。 
○隅分科会長 
 ありがとうございました。 
 事務局から何かありますか。 
○西山政策課長 
 報告書につきましては分科会長にご一任いただきましたので、会長とご相談の上、修正し

ます。まとまりましたら皆さまに送付させていただきます。その後、分科会のホームページ

にも掲載いたします。 
 今日はスムーズな運営を本当にありがとうございました。会長、あと 23 分ございます。 
 
３．閉会 

 
○隅分科会長 
 今、南部長から全体のお話がありましたけれども、私も基本政策分科会のほうに出ており

まして、昨日もその会がありまして、冒頭申し上げたんですけれども、再エネ、2030 年と

いうところにまず向けて歩いていく。2050 年がゴールなんですけれども、まずは 2030 年

どうするかというところで、2030 年を考えてみますと、再エネですとか原子力あるいは水

素、こういったエネルギー源だけではとても 2030 年のＬＮＣの 46％に近いようなものに

向かっていくというのはほとんどできない。そこにはもう化石燃料が不可欠。これが調整電

源として非常に高い能力を持った主力電源として引き続きやっていこうという、ただ、化石

燃料の脱炭素化という技術を 2030 年に向けて加速をしていかなきゃいけない、こう思って

おりまして、そういうお願いをしています。その中にはＣＣＵＳ、これとリサイクルですね。

それから水素、こういったものの技術の加速、これを相当真剣にやっていかないととても求

めるところまでいきません。まだ、エネルギーミックスの議論もそこまでいっていないです

けれども、そういう難しさの中で化石燃料というもの、この重要性がますます重要なんです。

今申し上げました化石燃料の脱炭素化技術というものは、もしすごいものができたら、これ

は 2050 年においても石炭を燃やそうが、石油を燃やそうがそれは脱炭素をできれば全く問

題ないと、むしろそっちのほうがいいと、こういうことになるだろうなということを期待を

しております。ですから何としてでも技術イノベーション、ここでいろんなものを乗り越え

ていけることができるか、ここにかかっていると思っております。皆さんのそれぞれの業界

でもその辺に取り組んでおられると思いますけれども、ぜひ引き続きよろしくお願いをし

たいと思います。 
 本日はこれでもって資源・燃料分科会を終了いたしたいと思います。長時間ありがとうご

ざいました。 


